
会合同・

香時
Eヨ

ヲ第 6第 131巻

26 

71 

49 

1 功

広

久

哀辞

故大橋隆憲名誉教授遺影および略歴

QCサークノレ活動と社会・技術システム論
による責任ある自律的作業集団・・・・ .....・・回目・赤

賃金上昇，間接税および石油ショックの

計量分析・・・・ ………- ー・・…・・大

再生産と利潤率・・・H ・H ・...・・・ ・……………-黒

資本の国際化の方法的模索(下〉 ・ ・・・ 奥

書評

ナチ・レジームの社会史研究のー動向
T. W. Mason， Sozialpolitik抑 D凶 tenReich. Arb目的古lasse
und Volksg(日neinschaft，Opladen 1977をめぐって←一一

-後藤俊

寵

和

岡

西

木

村

95 

110 

明

樹良村-・・田野

追憶文

大橋隆憲先生と統計学学問論….

大橋隆憲先生と社会階級構成論・

障害者統計論 119 徳正津ーー野

昭和58年 6月

束郡穴号経 f弁事書



26 (320) 

賃金上昇，陶接税および石油ショックの

計量分析

供給、ン割ググの諸効果一一一

大西 広

1960年代，先進資本主義諸国の高度成長の下で重要た政策手段正して使われ

た財政・金融政策も， 70年代以後は，その有効性に対する懐疑が広がっているの

この懐疑は拡張的な財政・金融政策を理論的に支えたケイ y ジアン理論に対し

ても向けられて来ているが， 73年の石油ショッグという新たな事態に際して，

克にケインジアン理論の不十分性は露呈された。つまり，石油ショックは生産

要素の価格上昇とその供給制限をその主な内容としており， この意味で供給面

の構造変化であるが，需要百を重視するケインジアン理論では石油V ョックの

供給サイド効果を十分に分析しきれなかったのである。とりわけ，ケインジア

ン・マグロ計量経済モデルは明示的な総供給曲線を持たないために，そういっ

た供給制IJの諸変化を分析することはできなかったυ。

本稿は，供給曲線白山生化モデノレ"(以卜「供給モデノレ」と司4ぶ)を使って，

賃金上昇，同接税，石油ショッグという供給サイドの諸変化の分析をすること

を目的としている。

I 賃金上昇の効果

産業資本主義から現代資本主義への発展の つの大きな内容は，労働組合組

1) たとえば， シムズ[4)は，ケインジアン・モデルに供給曲線がないために間接税の分析がで
きないとしているo
D 拙稿[l7)参照」
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織の力の増大にともなって，貨幣賃金率に下方硬直性があらわれて来たことで

ある。また，それだけにとEまらず，最近の物価スライド制賃金の導入など，
物価に連動させた賃金決定過程の出現をみれば，下五硬直性の現象は今や実質

賃金率にもあらわれていること，否むLろ実質賃金卒の上昇が常態となってい

。と見ないわけにはL、かない"。 ζのことは，見方を変えれば次のように言う

ζ とができる。すなわち，資本・労働分配率は究極的には物価と賃金率との相

対関係すなわち実質賃金率で決まるのであるから，労働者は「分配!の決定権

をかなりの程度掌握したというこ Eになるのである。

それでは， こういった労働者側の賃令率上昇圧力に対して企業の側はどのよ

うな対応を正るだろうかの一つは稼働率の引き下げと価格の引き上げである。

賃令率の上昇は企業の限界費用をヲ|き上げるから，企業の供給曲線はJ二方に V

フトL-，稼働率は引き下げられる。これは企業が価格水準の上昇なくしては以

前と同じ量の供給を行なわないということを意味するが，別の見方をすれば供

給減によって市場を逼迫させ，それによって価格の引き上げをはかるのであり，

企業は「生産」の決定権を通じて間接的に市場価格を左右しようとするのであ

る。ところで，先に述べたように，こうして価格水準に変化が生じると物価と

賃金率との相対関係も変化するから r分配」にも一定の変化が起こる。企業

側に貨幣賃金率の決定権が十分存在しない現代資本主義においては，企業側の

「分配」決定権はとのように迂回的であり部分的なものとなりつつある。企業

の対応のその二は，投資および雇用の引き下げであるo 賃金上昇は利潤を圧縮

するから，同ーの生産規模に対する利潤生産の効率は低下する。すなわち資本

の限界効率0)低下 Eあり，企業は投資を縮小させる。また，生産規模の縮小は

同時に雇用をも減少させることによって，総労働者の側に負担の転嫁をはかろ

うとする o 以上総じて，賃金率をめぐる労働者側と企業側との関係官， r分配 l

の決定権をかなり握りつつある労働者と「生産」の決定権を用いて対抗する企

3) 労働者の賃金要求および，以下で述べる企業の反応に関してはj たとえば，菊本(9 J第 3章
参照。
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業との関係として犬きく捉えることができる。

われわれは次に，この関係を更に，実質賃金率は労働者によって定全に決定

され，企業は稼働率，投資，雇用の変更で対応するものとして筒略化L，この

時国民経済的にどのような事態が生ず畠かを考察してみよう。

まず，簡単な図によって検討を加えてみる。第1図において， D，線， s。線
はそれぞれ賃金率上昇前の総需要曲線および総供給曲線であり， この時経済は

O点の位置にあるo 今，賃金率が引き上げられると，総供給曲線は上方にシフ

トし，図の S，線となる。また，他方投資と雇用が引き下げられるから，もし

これによる需要縮小効果が，実質賃金上昇による消費需要増大効果よりも大き

いたんぱ，総需要曲線は左方にジフトするG この時の経済は新しい位置Aに移

動をするが，この点は元の状態に比べて物価が上昇 L，かっ総生産の縮小した

伏態一一いわゆるスタグフレ-'./ョン状況にあるのである。

(1) 追加的実質賃上げ1%の効果

上記の諸現象を分析するために，われわれの「供給モデノレ」を使って，実質
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第 1表追加的実質賃上げ 1%の効果
助

ケース I 基本ゲ ス

E 実質賃金の上昇が一期遅れる場合

E 企業の稼働率決定態度を変更さぜた場合

(323) 29 

町企業の稼働率決定富度と投資雇用決定態度をともに変更させた場合

単位じき| 75 76 77 78 つ79

I -118.7 353.3 -909.3 -21 ，0418 
-324I， J， ， 13R 

国民(事総質値生〉 産 10億円
H -104.5 -312.3 -809.5 ，829.5 -2.794.4 
国 42.4 35.6 -175.8 -795.7 -1.266.4 
IV 247.9 721.0 1，497.1 2，706.8 043.0 

I 9.3 69.9 423.6 1，289.5 ← 2，135.4 
総
(実需質値〉 要 10 " 

E 7.9 -61.3 375.9 -1，254.4 -1，915.2 
E 44.2 35.4 -142.7 813.5 1，158.2 
N 231.3 671.9 1，391.1 2，514.5 3，794.8 

I 171.8 465.4 844.9 1，260.4 

l112，3，，7852C25698D ミ.8O 1 3 消 (費実質値支〕 出 10 " 
E 149.6 413.1 7607 1，130.2 
E 177.2 483.7 887.6 1，303.7 
N 184.7 516.6 983.1 1，568.5 

I 47.8 102.7 162.8 217.1 262.3 

住宅(実投質資値〕支出 10 " 
H 41.7 91.5 147.5 194.7 233.5 
皿 52.1 115.4 1日0.3 241.9 346.4 
N 52.7 118.1 198.8 290，5 381.7 

I 184.1 587.3 1，374.7 

22213337412869363 D D 8 5 
433l 11 p 1482 

設備〈実投質j資〉支出 10 " 
E -160.7 -520.5 -1，233.7 711.3 
皿 一157.6 -499.6 -1，lSR.7 -2.193.5 -3.375.8 
N 54.5 2日2.5 542.1 ，230.3 ，984.8 

I -15.2 -37.0 80.4 -145.4 -222.3 

政府間(実定質資値本〕形成 10 1I E -13.3 -32.8 -711 129.9 -200.1 
E -lU.2 20.3 35.5 -65.7 -61.6 
N 11.4 23.9 -44.2 -65.7 76.2 

I -3.6 109.9 -421.3 -1，106.8 22l ，， 3939 
生 (産実質値能〉 力 10 11 

E 3.1 96.2 372，1 987.1 143.0 
E -3.1 -95.6 -369.4 -950.8 一，991.9
N 0.9 26.5 120.2 367.1 900.0 

I -3.2 -18.5 -51.5 -109.2 -190.7 

総 雇 月千人 E 2.8 -16.5 -45.5 -96.1 169.8 
E -2.7 -16.8 46.8 -97.2 170.2 
N 0.9 2.1 6.7 9.9 10.6 

I 0.08 一0.16 一0.30 -0.54 0.43 

稼 働 率 % E 0.07 -0.14 -0.27 0.48 -0.36 
国 0.03 0.08 0.11 0.10 0.40 
N 0.16 0.44 0.83 1.33 1.72 
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総 (名利目値〉 潤!114fU肝品 L川U 

I -1，028.3 

222I 
，， 

， 

4221 
43 ，
3050 

76 ，0206 

9882， ，， 
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9936 
E -894.0 -2.161.1 一，927.5一，274.9-8.869.6 
E -892.0 -2.104.8 -3，732.9 -5，595.0 -8.704.0 
N 674.2 一，350.0-1，884.1 -1，997.6 -2.414.3 

I 680.9 1，404.3 

2122
，，

3

，

9215755890830 8 
3 
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2233
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8388 

3344
，， 

， 
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家計〔可実質処値分所〉得 10 
" 

E 593.1 1，254.2 534.2 159.6 
E 702.0 1，463.0 203.3 025.5 
N 731.9 1，574.9 704.5 978.1 

I 0.02 0.05 0.09 0.19 0.20 

一人当〈名り目年値間〕賃金 百万円
E 0.02 0.05 0.08 0.12 0.18 
E 0.02 0.05 0.08 0.12 0.17 
N 0.02 0.05 0.08 0.12 0.16 

I 0.19 0.48 0.91 1.52 2.30 

GNPデァ ν タ 75暦10
年
0.0 
E 0.16 0.43 0.81 1.37 2.06 
E 0.13 0.28 0.45 0.62 0.84 
N 0.12 0.25 0.36 0.44 0.45 

1) 数値はシミュレーションの解 ファイナル咽テストの解。
2) 実質値は75暦年価格。
3) ケースNの雇用については，賃金と資本財価格の相対闘慌の変化による資本と苦働の代替性
に対する影響は考嵐されている。

賃金が毎年1%ずつ追加的に上昇した場合の効果を計測した。その結果は第1

表ケ ス Iで示されているが，この t ミュレーションは以下のような方法にも

とづいている。まず， この分析のために「供給そデノレ」の賃金関数を以下の定

義式に変更した。すなわち，

貨幣賃金上昇率二消費者物価上昇率十実質賃金上昇率

そして，実質賃金率が更に追加的に 1%上昇した時の効果を調べるために，こ

の賃金関数をシミュレージョン時には

貨幣賃金上昇率=消費者物価上昇率+実質賃金上昇率+0.01

として言十測をす子なっている。

第1表ケース Iの結果から，次のことがわかる。まず，総需要の動向である

が，第1年度は投資減，雇用減による縮小効果が実質賃金上昇に土る増大効果

ややや下立わり93億円の総需要増がみられるが，第2年度以降は主に投資減の

影響によって大幅に縮小し，その額は第5年度には 2兆1，354億円にも達してい

る。また，総供給曲線の左方シフトと投資減にもとつく供給能力低下により総



75年度

76年度

77年度

78年度

79年度

賃金上昇，間接税および石油ショックの計量分析

第2蓑賃金・物価スパイヲルの状況←1

I @，ヲ皇〔州 GNP 切

③ フレーター上昇率 ⑧追賃加金上的貨昇幣率

0.199 (%) 1.151 (%) 

0.283 1.243 

0.363 1.282 

0.507 1.364 

0.615 1.580 

(325) 31 

⑧/③ 

0.173 (倍〕

0.228 

0.283 

0.372 

0.389 

供給の縮小は更に大きくなっており，たとえば第5年度には 3兆1，138億円もの

減となっている。物価については，こうして需要が逼迫することによる価格上

昇効果が， コストアップにもとつく価格上昇効果に上乗せされることによって

GNPデフレーターの上昇l国も 5年で2.3%に達するまでになっている。ここで，

GNPデフレーターの上昇率と貨幣賃金の上昇率を比較したのが第2表である。

これからわかることは，① 物価上昇率も賃金上昇率も年を追う毎に大きくな

勺ているとと，② 追加的物価上昇率の追加的賃金上昇率に対する比率も年を

追う毎に大きくなっていること，であり， これはこうした賃金・物価スパイヲ

ノレ現象の加速性を端的に示している。

(2 ) 実質賃金の上昇が一期遅れる場合

以上のシミュレージョンでは，スパイラノレ現象によって生じる消費者物価の

当期の上昇よりも，賃金の上昇が(基準値に加えて)常に 1%ずつ高くされて

おり，労働者側のかなり強力な「分配」決定権を想定していた。しかし，実際

には労働者の賃金決定において考慮される消費者物価上昇率とは，前年のそれ

であるから様子はやや異なって来るはずである。したがって，われわれは実質

賃金の上昇が前年の消費者物価上昇率との関係で行われるとした場合のシミュ

レージョンをここで行った。その結果は第1表ケースEと第3表に示されてい

るり。

の この際，賃金関数は次のように変更された。すなわち，
基準貨幣賃金上昇率=前期の消費者物価上昇率+この意味での実質賃金上昇率
シミュレーション
貨幣賃金ト昇率=前期の消費者物仰ト昇率十ごの意味での実質賞金 k昇率+0.01
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第3表 賃金・物価ァ、パイラノレの状況 2 

l 追デ加的 GNP | | 

⑧ フレーター上昇率

75年度 0.172 C%) 
76年度 0，250 

77年度 0.330 

78年度 0.454 

79年度 0.558 

追加的
GNPデフレーター上昇率
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⑧追賃加金上的貨昇幣率

1.000 C%) 
1.150 

1.231 

1.273 

1.458 

第 2 図
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f 

1.3 

〆

1.4 

一一一追加的実質賃上げ1%の場合

一ー 実質賃金の上昇が一期遅れる場合

③/⑮ 

0.172 (倍〉

0.217 

0.268 

0.357 

0.383 

1.5 1.6 

追加的
貨幣賃金上昇率
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たとえば， 79年度の総生産がケース Iで 3兆1，13呂億円の効果であるのに対

してケ スEでは 2兆7，944I{!円にとどまっているように，ケース Eの結果は

ケース Iの結果に比べて効果が全体に小さくなっていることがわかる。これは

そもそも I分配」心決定権に関ずる想定で労働者の力を小さく見たから当然

のことであると言える。そのため，総生産，投資，雇用の減少幅がより小さく

なったものの I実質家計可処分所得」の欄を見てわかるように労働者の実質

的取り分が目減り Lている。これは労働者の賃金上昇に対して企業が価格上昇

で対応することによ η でその嘆質的な上昇を部分的に取り戻しているところか

ら生じているヘ更に第3表を見てみよう。これは，第2表に対応させたもの

であるが，全体として物価・賃金の上昇率がともに小さくなっている。また，

賃金上昇率の物価上昇率に及ぼす影響度は，第2表よりもやや小きくなってい

るように見えるがこれは正しくない。つまり，第3表において毎年の③/⑧の

値が第2表の同じ値に対して小さいのは，追加的賃金上昇率自体がそもそも小

さいからなのであり，このことは第2図を見れば端的にわかる。やはり，第3

表に示されているようなシミュレーションの場合は，貨幣賃金の上昇に対して

企業が価格上昇によって部分的に取り戻す力を持っているのであるから，同ー

の追加的貨幣賃金上昇に対してはより大きな価格の上昇が対応するのである。

(3) 企業の稼働率決定態度を変更させた場合

以上では総じて，労働者の賃金主昇も，それに対する企業の種々の反応によ

ってその成果の多くの部分が取り戻され，また，逆に物価の上昇中雇用の減益

など新たな問題を生み出すことに見た。すると，労働組合の賃上げ要求は全而

的に排除されるべきであろうか。この点で，置塩[12)ほ極めて興味ある主張

をしている。つまり，以上に見た諾弊害が生じZ原因者努働者の賃金要求に見

るのではな<，基木的にはそうい勺た賃金水準で投資，雇用あるいは稼働率を

の この場合の追加的な実質賃金上昇率ば，各年度0.78%，0田%.0.865百.0.85%. 0.79%であっ
た。これは第1表』第2衰のシミ z レーションの場合は常に1.00克であった白であるから， 約2
割曜度の目減りが生じていることになる。



34 (328) 第 131巻第6号

引き下げる企莱0)生産決定態度に見るのであり，より低利潤を受忍する方向に

生産決定態度を変化させるたとによって，前に見た諸弊害を解決できるとする

ものである。

こうした企業の態度変更が実際にはどの程度可能であるかとしづ問題が存在

するにせ上，これは極めて重要な視点と思われるので，われわれの「供給モテ

ノレ」でもシミュレ-'/逗ンを試みた。まず，追加的実質賃よげを各年1%ずつ

行怠いながら，なお稼働率に関する企業の態度変更骨行なわせ，総供給曲線の

左方へのシフトを起こさせない場合のシミュレーがョンを行ったが，その結果

は第1表ケースEに示されている。総供給曲線をシフトさせていないため，第

1年度，第2年度は総需要・総生産がともに増大しており，価格上昇帽もケー

ス1，nの場合より小さくなっている。しかし，投資と雇用の減少はややタイ

ム・ラグを伴いながら生産能力を縮小させ，そのことによって稼働率を下げる

ことなく総生産を引き下げる。この効果が第3年度以降で表われており， こう

Lた中期的な効果を問題とする限り，企業の決定態度の変更は稼働率に対する

ものだけでは不充分であることがわかる。

(4) 企業の稼動率決定態度と投資・雇用決定態度をともに変更させた場合

次に，企業の態度当之、更が稼働率決定だけでなく，投資・雇用決定についても

行なわれ，投資と雇用に賃金上昇→利潤縮小の影響が及ぼきれないと Lた場合

のVミュレ --/3:--'を行ったc その結果は第1表ケースNに示され Cいるが，

この時賃金と資本財価格の相対比り変化にもとづく労働から資本への代替効果

によって雇用は第2年目以後若干の減少が見られるが，そのことと価格水準の

小幅の上昇による政府同定資本形成の実質的目減りを除けば経済全体の改善が

観察されるo ただし，利潤が減少Lている下で投資を拡大することが可能かど

うかに関しては疑問も存在するから， とくにケースNのシミュレーションにつ

いては，一つの試算として示すにとどめておきたいへ

6) ケースEとケースNのγ ミュレ シ豆ンば，第1図におけるB点とC点のシミュレーションと
且ることができる。ただしz 第1凶においては所得効果と生産能力効果とが無視されているた
めj 物価とGNPの位置関係はやや異なっている。
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11勘間接税課税の効果

間接税課税の効果は次の二つの点から捉えることができる。まず第 に，間

接税は，最終的にはその多くの部分が価格に転嫁されるにせよ，他面で，市場

条件に変化がない限り価格水準は変化しないと考えられるから，より直接的に

は企業への増税として作用する。こり点は特に中小企業において強く言えるこ

とである九 したがって，この意味では法人税課税の場合と同じ〈税引後利潤

を縮小させるから，投資と雇用を縮小させるのこれによって需要曲換は木方に

シフトする。第二に，間接税課税は企業にとっては製品を l単位生産するにあ

たってのコストの上昇という意味をも持っている。すなわち，限界費用の増大

による供給曲線のと方シフトであるω。本節ではこういった両曲線のシフトの

効果を計測する。

①，いま，間接税増税が全体で iJTだけ行なわれると Lょう。 この時， 諸企

業の限界費用曲線は上方にγ フ}するが，その上昇の帽をどう惣定すればよい

だろうか。 ζこで，単純化のために諸商品への課税が同率で増えるものとする

と，製品 1単位当りのコスト上昇は， iJT /Y"'と想定することができる。

②，次に，①で求めた限界費用曲線=総供給曲線の上方へのシフト幅は，左方

への γフト幅としてはどれだけの大きさを持っているかを調べなければならな

い。まず，われわれの総供給関数を簡単に Yニ刊 とし亡特定化しよう。

ここで π は利潤， σ は生産の利潤に対する反応、係数である。いま， この式の

両辺を価格 Pで微分すると，

dY d~ 
dP =σdP 

この式は，価格限界費用の変化によって生産がどれだけ変化するかが，反応

7) r付加価値税というのは わが国の場合，競争の激しいj 中小企業の領域だと，付加師値分
を恒志まするどころか，逆ι値引きしちゃうというよう必乙とに必りかね/.c、c こう伝るともう直
接税ということになる。j(森口 (5)p.16) 
8) この点については，たとえばマスグレイフ [1)参照。
の ここで，Yは総生産を表わヲ。
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係数 σと，利潤の価格に対寸る反応度で決ることを示Lている。

@，それでは，利潤の価格に対する反応度を調べてみよう。いま，一人当り賃

金を玖雇用者数を Nw とおくと，

π ~P・ Y W(P)・N弘

と書付る。ここではWをP(f)関数と想定Lている。この両辺を再ひPで微分す

ると

dπ dW")¥'T _V/1 dW_N即 ldP ~Y-dP Nw~Y(1-dP・了j

dW N 
ここで dP'τ子の値は安定的であると考えられ，またわれわれの「供給モ
デノレ」のデータおよび方程式から計算することができる。したがって，計算さ

dW 
れた結果dP~0.0310 ， .y" ~0.3578 を上式に代入すれば，

事~O卿・y

なる結果が導かれる。

①，間接税課税による供給曲線の左方シフ卜幅 .dYは， 限界費用曲線の上方

シフト幅 JPを使えば，

dY 
.d Y~JPx d 

と表わすことができるが，これに先の①@，③の結果を代入すると，

.dY二 0.9889a.dT

したがって，間接税増額時の新しい総供給量は，

Y~σ〔π ー0.9889.d7う

となる。ただし，われわれの「供給テデル」の総供給関数は，②で特定化した

それよりやや複雑であるから，実際のジミュレ-.y3.γでは総供給関数=稼働

率関数を，

Y ^ ̂ n̂̂ I'A'V.， r. rv"，nr."''' D ， ̂  ~ 1"¥r.l"¥n" Iπ0.98日9iJT¥ 1()) 
否 =-0.00306937十0.978021言+O.l90084(Pioi平下町j

10) ここで. Qは生産能力.Dは総詰要• P，は資本財何私 Eは資本有在量である。
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第 4衰 聞接税10日日億円増税白効果

| 単位 1 年度 | 号給ヲ曲ト線効果の I 需シ要フ曲ト線効果D l | 
75 14.9 -18.4 国民総生産 10億円 76 17.3 35.7 (実質値〕 77 -21.2 -53.1 

75 -1.5 -2.6 消 費支 出 10 11 76 2.6 -6.7 (実質値〉 77 -3.5 -12.4 

75 0.7 0.6 住宅投資支出 10 11 76 -0.9 1.2 (実質値〉 77 1.2 2.3 

75 -1.5 -18.4 設備投資支出
10 " 76 -3.2 -34.1 (実質値〕 77 -5.7 50.8 

75 -0.0 一0.3生産 能 力
10 " 76 0.7 10.1 (実質値〕 77 2.1 -26.7 

75 -0.0 -0.3 
総 雇 用 千人 76 -0.0 -0.9 

77 -0.1 -1.5 

75 0.01 -0.01 
稼 働 率 % 76 -0.01 0.02 

77 -0.01 0.02 

潤 75 6.8 10.1 総 利 10億円 76 -7.0 -19.6 (名目f直〉 77 -7.5 -29.4 

家計可処分所得 75 -6.0 -9.9 
10 伊 76 -6.4 -19.9 (実質値〉 77 7.1 -33.1 

一人当り年間賃金 75 -0.01 -0.02 
1万円 76 -0.01 0.04 (実質値〕

77 -0.01 -0.06 

百ニ暦10年0.0 
75 0.00 -0.00 

GNPデフレータ 76 0.01 -0.00 
77 0.02 -0.00 

1) 数値はシミュレーションの鮮 ファイナルテストの解。

2) 実質値は75暦年価格である。

(331) 37 

合計

-33.3 
-53.0 
-74.3 

-4.1 
-9.3 
-15.9 

1.3 
2.1 
3.5 

-19.9 
-37.3 
56.5 

-0.3 
10.8 
28.8 

-0.3 
-0.9 
-1.6 

-0.02 
0.03 
0.03 

16.9 
-26.6 
←描9

15.9 
-26.3 
-40.2 

-0.03 
O仁5
-0.07 

。。。
0.01 
0.02 
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と変形した。

以上で，間接税増税による総供給曲線のジフ「効果を調べるための手続きを

示したが，その計測結果は第4表の左欄に示してある。

⑤，間接税の直接税的性格にもとづく需安曲線のシフト効果は法人税増額の効

果と結局同じことになる。したがって，その計測は法人税増額→税引後利潤縮

小〉投資・雇用減という方法を用い，その結果は第4表の右欄に示きれている。

それでは，こうして計測された結果の検討を行おう。まず第一に 1供給曲

線のシフト効果」の部分だけでも経済全体にマイナスり効果を及ぼしているか

G，当然のこととして，間接税課税は同額の法人税より大きなマイゾス効果を

生み出している O たとえば実質総生産についてみれば，法人税課税の効果(第

4表「需要曲線のがフト効果J75年度ー184，76年度-357，77年度-531億円〉

の約1.5倍の縮小効果 (1合計」欄75年度-333，76年度-530，77年度 743億円〕

が見られるし主た，価格水準については法人税課税の禁にはわずかながら低

下する(各年度-0.00%) のに対して，同接税課税の場合は上昇する (76年度

0.01， 77年度0.02%) ことがわかる o このように間接税の方が同額の法人税よ

り「デフレ効果」が大きいという事実はピーコックーショウ C2Jらの理論と

も合致するものであ品。

第二に，間接税の効果は「一回限りJではないという事である。間接税課税

の利潤縮小効果は資本の限界効率の低下をもたらすことによって投資と雇用の

水準を引き下げるが， ζのことは生産能力を縮小させることによって第2，3 

年度にもマイナス作用を及ぼしている。実質総生産縮小に対する生産能力縮小

の寄与率は第2年度で約20%，第3年度で約40%となっておわ，この傾向は第

4年度以降も続くものと考えられる。

第三に，われわれの計測結果では間接税増税額に対する実質総生産縮小額の

比率は第1年度亡33%となっ亡いるが，乙の数字は妥当なものと思われるo マ

クロ・そデノレによる間接税のシミュレーションとしては，関西経済研究セ Y タ

ー C6J，計量委員会第6次報告 [SJおよび木下他 [10Jによるもりが公表さ
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れているがIへその隈られた公表数字から推計をすれば先の d総生産/iJ間接税

の比率はそれぞれ第1年度で約250%.約156%. 約128%となっている。 この

ように後三者の効果が大きくなっているのは，間接税課税がかなり直接的に価

格に作用するという仮定を置いているからである。つまり，後三者のモデノレは

通常のケインジアン・タイプのものであり，総供給曲線をもたないから，間媛

税課税の効果を直接に価格方程式に作胤させているのである。じかし，われわ

れのシミュレーション℃は価絡は市場条件に変化がない限り変化しないと想定

してい石から，総供給曲線の左方シフト→総供給の縮小→需給逼迫を通じてし

か価格上昇が生じない。そのため，価格上昇効果が小さくなり需要縮小効果も

小さ〈なっているので全体としての間接税のマイナス効果は小吉〈なっている

のである。現実には間接税課税の際にはインフレ期待が生じるから需給逼迫に

よらない価格上昇は十分に存存するが，それが関西経済研究センター，計量委

員会や木 F等の想定するほどのものであるのかどうか。乗数比の真実性の検討

が行なわれなければならない。

III ニつの石油シヨッヲと「パーフォーマンス」

日本は石油ショックを二度にわたって経験したが，その二度の国民経済のパ

ーフォーマ Yスには大きな遣いが存在した。つまり，第二次石油Y ョッグ時に

は第一次石油ショック時と比べて，総生産，物価，雇用がより良好に推移した

が，わが国エコノミストの問では，このパーフ治ーマンスの違いの原因として，

主に以下の諸点が論じられている。すなわち，第二次石油V ョッグ時には④，

財政金融政策， とりわけ日銀のマネー・サプライ政策がインフレ鎮静を促した。

@.実質賃金の上昇率がマイナスで推移するなど，賃金の相対的低下が企業利

潤を保障し，生産の縮小を凹避したo CY.石油価格山上昇率が第一次の時より

小さかった。③，省エネ投資・合理化が進んだ。③，石油危機突入直前に経済

11) 曲に4計量委員会第5次報告のシミュレ ションがあるが，このシミ品レーション方法は不適
切であった。こり点は第6次報告(8 )で指摘され1 改善されてい否。
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第 8 図
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石油γョァク

Y2 Y， Y.。実質GNP

建元 [15Jより引用。

が過熱していなかった。の，輸出が拡大Lた。等である山。

さて，われおれの「供給モデノレ」では，上記の④③の要因を分析できないが，

総供給曲線と総需要曲線の両方を持つから，⑨6oの要因はかなり細かく計測

可能である 1へたとえば，総供給曲線と総需要曲線の双方を簡潔に表現した第

3図を見てみよう。まず，石油価格の上昇は諸企業の限界費用の上昇となるか

ら，総供給曲線はおから S，へ上方ヘシフトする。この時，更に賃金上昇が

生ずればこれもまた諸企業の限界費用を引き上げるから，総供給曲線は S，ま

でシフトすることになる o また，石油価格の上昇は，日本のようにその殆どを

輸入に頼る国にとっては実質購買力の海外移転を意味するから，総需要曲線は

12) このうち.56年度経済白書[7)は.(1)恒@(!lを，サックス(3J吉冨(J6Jは@(!l⑬を，新
開 [14]は.(1)@6(!lを，小宮 [11]は.(1)(!lを強調Lている。
13) なお，以下で行う両石油ジョッグの比較は，岳60の要因を百年の第一次ショッグ時に与える
ことによってどれだけ第二次ショック時の経済状態をフ庁ローすることができるかという形で行
なっている。したがって，骨の要因はをもそも丙ショックの条件の遣いとして考慮されて，.る。
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D。から D，へと左方シフトすると考えられるのである。なお，第3図では簡

略化のために，物価および総需要・総生産は両曲線の突点で決まるとされてい

るが，現実の物価は常に需給致をもたらす水準にあるとは限らない。いま，

輸入石油上昇というコスト要因が価格決定に与える影響が一定存在するとすれ

ば，経済の物価水準は図中のC点より更に上昇し，需要水準をもう一段縮小さ

せ，それを通じてまた総生産を縮小させるという効果も考えられる。このよう

に，総需要曲線と総供給曲線(および価格曲線〉を持っそデノレによって，石油

rョックの解明が分析的にできるが，以下でこうした諸要因毎の効果の計測を

行なう。ただし，われわれ目「供給モデル」は第二次石油ショックの途中~79

年度までしかカパーしきれていないので，第二次時の諸条件(たとえば賃金上

昇率等〕を第一次時にあてはめることによって両石油 γ ョッグ白比較を行う。

こうした条件の入れ替えによって第一次シ司ック時に第二次時と同様なパーフ

ォーマンスが得られれば，たとえば賃金上昇率の相違などといった諸要因の説

明力が大きいと判断できるであろう。

(1) 供給曲線のVフト効果

「原油価格の太幅値上げは，産油諸国の政府が原油に対してきわめて高い率

の間接税を課したのとほぼ同じ効果をもたらした。 般的にいって，この間接

税は順次に町11下』“downstream"に向かつて転嫁されJWるのであり，結局

は国内の全産業が何らかの形で「課税」されたと同機の効果を持っと考えられ

るo それゆえ，われわれは，前節で行ったシミュレーショ Yの方法にもとづい

て，第次ショッグ時に石油価格が第二次ショッグと同じ率で上昇したと仮定

した時の効果を計測した。第凸表の第1欄はそのうち限界費用上昇による「供

給曲線のシフト効果」の部分を示しているが， ζれは第3図における総供給曲

線のお→8，のシフトに対応する。ところで，両石油ショックにおける「課税」

。大きさの違いはどれ位であったのだろうか。 まず r外国貿易概況」で 1kl

当たりの原油価格D対前年度上昇率が計算できるが， それによると 73年度は

14) 小宮 [11)p. 13~.14o なお，石油価格上昇の問按説的効果は新開 [14] も述べている。
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第一次石油ショックが第二次ショクク時の条件下で起こったら

医司供襲曲錦のシア|卜 y ンスブア |物価上昇の効果(言葉賃金変動の| 合 計ト果 効果

国民総生産駒 7" -192，6 47，0 361.3 646.3 45，4 
(実質値〉 74 2，334，9 473，0 259.9 1，326，9 4，394，7 

総 需 要 73 -47.1 45，9 -279.1 22.5 -349，6 
(実質1置〕 74 491，9 460.7 209，0 -85.5 1.0761 

消 費 支 出 73 20.1 6，2 195，3 -764.0 -595，0 
〔実質値〕 74 246，2 60.6 -243.0 -2，291.5 -2，227.7 

住宅投資支出 73 9.2 -1.6 4.8 -2309 236.9 
(実質値〉 74 105.6 16.6 106.1 -534.3 -306.0 

設備投資支出 73 21.8 -46.5 -89，0 903.2 745，9 
(実質値〉 74 194.0 470.4 -55.4 2，416.5 3.025，5 

総 雇 用
73 -0.4 -0.8 4.5 17，9 122 
74 4.2 7，8 2，8 98，1 107，3 

生産 能 カ
73 0，5 0.9 44 17.5 11.7 
74 -6.0 16，3 27.3 559，0 564.0 

務 倒 事
73 0.14 0，03 0.27 0.47 0，03 
74 1.64 0.34 0.16 0.54 2，68 

総 矛J 1閏 73 -69，4 190，1 996.6 39，， 3803 41，， 1174 
(名目値〕 74 1，059，0 3.071.2 -1;818，5 545.9 11.857.6 

家計可処分所得 73 32.2 20，0 24，J 5118 -8 2，7573 -297，7 
〔名目f直〉 74 597，3 264，1 059.5 ，275，5 -11，473.6 

GNPデフレーター 73 0.04 0，00 2.90 0，71 2，23 
74 0.50 0.04 -4，56 2.20 -7.22 

第 5表

テストの解o

GNPデフレーターの単位は75暦年=100とした指数， j也の変数ほ10ほ刊である。

数値は γ ミュレ ションの解 ファイナノレ

総雇用の単位は，千人1 積回唱の単位は%.

実質値は75暦年価格である。

〉

〉

〉

1

2

3
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78.0%， 74年度は156.2見ふ 79年度は90.1%， 80年度は28.3%上昇している。だ

• から内l石油ショックを73ー74，79-80年度の2年度ずつで見るとm，第 次シ

ョック時は第二次ショック時に比べてやや「第一年度J(73年度)の上昇率は

低く， I第二年度J(74年度〉は逆に高くなっている。したがって，第一次ショ

ック時にもし石井[1価格が第二次時の上昇率90.1%，28.3%で推移したとすれば，

こうした「課税」の効果(乙れは字イゴスの効呆〉も， 73年度立はより大幅に，

また74年度ではより小さくなるはずである。実際の計測結果も第5表第1欄に

見品とおり，たとえば総生産が73年度で更に1，926億円減少しているのに対して，

74年度では総生産の縮小効果が2，凶，349億円小き〈たっているn

(2 ) トラ Y スブァー効果

石油価格上昇の間接税的な効果のもう一つのものは，石油の価格上昇分が産

油国に吸収されるというものであり，いわゆるトヲンユファー効果である。こ

れは第3図では総需要曲線の D。→D，というシフトとして表わされているが，

こうして移転される購買力は先に見たように一部は企業から一部は労働者から，

また一部は消費者から負担されるものである。しかし，企業と労働者との負担

分担は実質賃金率→労働分配率によって決ってくるものであわ，この負担比率

の問題は (4)の実質賃金変動の効果として分析される。更に，企業と消費者

との負担分担はコ兄ト価格の上昇に対する消費財価格の上昇の度合いによって

決って〈るが，この問題は(1)~(4)のそれぞれのy ミュレーショ Yにおける

GNPデフレーターPの上昇率と消費デフレータ PCの上昇率の関係とし C

肉生化されている。それゆえ，この第2欄ハランスソァー効果」は，企業へ

の直接税課税の場合と同じ方法によって，すなわち利潤の増減→投資・雇用の

増減=需要曲線のシフ lとして阿ショックの違いを推計した。計測結果は(1)

15) 第一次石油ショックは百年末に，第二次石油ショックは78年末に拍まったから，第二次ンョツ
クの分析は78-79年度で行うべきようにも思われるが，われわれはそうしなかった。その理由は1
77-78年度の石油価格上昇率が先の「外国貿易概況」によれば 却 5%となったからである。 ζ 
れは78年度初頭まで続いた円高の影響によると思われるが， I間接税効果」などは円建てでの原
油価格上昇があってはじめて生じるものである刀ヨら， 円建てで白石油価格上昇の見られる79-80
年度を第二次石油ショッグの分析期間とした。
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の時と同じく， 73年度には全体として経済のマイナス効果が大きくなり(総生. 
産で 470億円)74年度にはマイナス効果が小さくなっている (4，730億円〕。

(3) 物価上昇の効果

第3欄は，石油価格の上昇にともなうコストアッフ@をコストプッシュ的に企

業が価格転嫁することによる効果である。これは既に述べたように第3図では

明示されていない効果であるが，基本的には物価上昇による家計・企業の実質

有効需要が縮小し，それが総生佐を引き上げるというものである。この効果は，

われわれのモデノレでは生産財卸売物価関数の説明変数である輸入プフレータ一

民間を動かすζ とによって計測したが，この Pi問の対前年度上昇率は73'1二度

で31.3%，74年皮で50.8%，79年度で46.2%，80年度で19.2%であった。したが

って，この指標で見ても，第一次有i向ショッグの「第 1年度」は上昇幅が小さ

く r第2年度」は逆に大きかったと言える。

(4) 実質賃金変動の効呆

第4欄は，第3図でB→Cのシフトとして表わされている，実質賃金の動向

の差が与えた影響の計測結果である。われわれのデータでは，一人当り年間実

質賃金の対前年度上昇率は73年度で8.47%，74年度で6.97%，79年度で3.26%，

m年度で 0.40%であった。だから概して言って， 第次石油ショック時には

かなり大幅な物価上昇があったにもかかわらず貨幣賃金上昇率は更にそれを上

まわり，実質賃金はかなり上昇していたのであり，それに対し第二次石油、/ョ

ック時の実質賃金上昇率はかなり小幅あるいは下降さえ見せたのでああ。こう

いった顕著な差異は，計測結果にも表わされているように両時点の経済のパー

ノォーマンλ に大きな違いをもたらしている。

(5) 輸出の動向について

更に以上で説明を試みた以外の要因で，両ショックのハーフォーマンλ に

影響を与えたものとして輸出の増加度合いの違いがよく挙げられる。しかし，

日本の輸出は外国からプルされて伸びると L、う仕格とともに， 日本からプッシ

ュする，つまりドライブ効果の影響が大きいという点を考慮しなければならな
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い。それでは輸出 1ごヲイブほどのような条件下で生じるかといえば，総供給に
均

対して園内需要が不足するような場合である。すなわち r輸出jが外生扱い

されているわれわれのモデノレでは「総生産J- r総需要」のギャッフのが拡大す

る時期であるが，その点、かb第5表セ見れば，第二次γ ョックの条件下で第一

次ショックが生ずれば輸出ドライブが生じてし 1たと考えられる。もちろん79年

度以後の輸出急増には他の諸要因も働いたと考えられるが，ここでは一応以上

のような理解 他の諸条件の相違の治呆としての輸出急増という理解を示し

てお〈。

第6表 GNP成長率でみた2つの石油ショックの説明力

72ー73年度 73-74年度 72← 74年度

現実の成長率⑧ 5.296 % -0，211 % 5.073 % 

供給曲線の γフト効果 -0.145 (4.53) 1.660 (0.42) l.!1Sf1 く038)

トランスファー効果 -0.035 (1.09) 0.336 (0.09) 0.309 (0.08) 

物価上昇の効果 -0.273 (8.53) 0.185 (0.05) 。.074 (0.02) 
実質賃金変動の効果 0.487 ( -15.22) 0.943 (0.24) 1.433 (0.35) 

4 要因の合計⑮ 0.034 (ー1.06) 3.124 (0.79) 3.372 (0.82) 

③+⑧ 5.330 2.913 8.445 

I 78-79年度 l 79-80年度 78-80年度

現実の成長率 (C) 5.264 3.716 9.176 

未聞分。 -1-oω6(2附 0.803 0.731 く0.18)

( )内は各要因の(<Dー⑧〕に対する比率である。単位は「倍」。

以上，両七油ショック時の経済りバープォーマンλ に相違をもたらした諸要

因をそれぞれ分析的に検討したが，本節の最後に総合的な評価を下してみよう o

まず第一に!上記の四要因全体の説明力が大きいことである。とくにいま諸要

因の「説明力」を雨時点の実質経済成長率の相違に対する寄与率で』則れば，第

6表に見るとおりかなり大きい。このこ左はただちに両時点のマネー・サプラ

イ政策の相違等によるバーフォーマンスの違いを否定するものではないが，わ

れわれが分析対象とした諸要因の両:/3.ック時における違いが両時点のパーフ



46 (340) 第131巻第6号

ォーマンスの相違の主要因であったと確認される。

第二に，第二次石油シムク以後の「景気の肢行性」もわれわれが取り上げ

た四要因でよく説明されてし、る。第三次石油ショッグによって日本経済は大幅

な成長率低下を彼らずに済んだが，他みで経済り成長構造に大きな変化がもた

らされた。いわゆる「景気の肢行性」がそれであるが，輸出の大幅増，設備投

資の堅調に対し，消費需要が低迷L， そのあおりで大企業の成長に対して中小

企業の倒産が相次いだという事態である1ヘ第5表において，四要因の「合計」

欄を見ると消費支出が-5，950， -22，277億円 3 住宅投資支出が 2，~69， -3，06日

億円となっているのに対し，設備投資支出は7，459，30，255億円の大幅増主なっ

ており，また輸出増の問題については既に木節(5 )で述べたとおりである。し

たがって， このことによってもわれわれのシミュレージョン結果の現実反映性

が確認できる。

第三に，諸要因の中で実質賃金動向の持つ意味が大きいことである。第6表

においてもこの要因の説明力はかなり大きくなっている。また先の「景気の肢

行性」に関する説明力についても，第5表を見てわかるとおり実質賃金変動の

効果がその主原因である。総じて，第二次石油ショッグ時において景気を肢行

的にしながらも全体としては実質成長率を引き下げなかった主要因は実質賃金

上昇率の低下であったことがわかる。言いかえれば，石油価格上昇による負担

の多くは労働者側に転娠をされたとみることができるのである。

IV 結びにかえて

以上，われわれは総供給曲線のシフトに関わる諸政策や諸条件の効果を分

析・計測した。その中でわかったことは，① 賃金上昇は他而で物価や総生産

等の経済指標を思化させるが I企業の供給態度」の変更ができればその改善

は可能であること，② 間度税課税の効果は供給曲線の上方シフ 1と需要曲線

16) I景気り肢行性Jjこ闘しては， 56年度経済白書[7]第I部第二牢参H問。また，そうした需要
構造がより中小企業に打撃を与えることについては拙稿 (!8]参照的
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の左方シフトの両効果の合計であるとと，③.第一次石油νョックに比べて第

二次ショック|時の日本経済のパーフォーマンスが良好だったのは，労働者への

負担転嫁=実質賃金上昇率の圧縮が行なわれたからであること，である。これ

らの諸現象のうち特に①，③は総供給曲線のvフトをめぐる企業と労働者の利

益の矛盾関係を示しているo それは極論を「れば，労働者が低い賃金をのむか，

それとも企業が生産の決定態度を変更するかという矛盾関係である。総供給曲

線とそれを用いた、ンミ品レ--YS / ば，そういった矛盾関係から捉えることに

よって，現実の一つの発見を可能とするのである。

(1982年9月21日脱稿〕
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